
◎
重
点
項
目

　

大
綱
で
は
、
次
の
６
項
目
を
行
政
改
革

の
重
点
項
目
と
し
て
掲
げ
ま
し
た
。

①
自
助
、
共
助
、
公
助
の

ま
ち
づ
く
り
の
推
進

②
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

③
効
率
的
な
執
行
体
制
の
確
立

④
行
政
体
制
の
見
直
し

⑤
持
続
可
能
な
財
政
構
造
の
確
立

⑥
公
営
企
業
等
の
経
営
健
全
化

◎
重
点
項
目
の
具
体
的
な
取
り
組
み
内
容

①
自
助
、
共
助
、
公
助
の

ま
ち
づ
く
り
の
推
進

（
１
）市
民
と
の
協
働
と
市
民
参
画
の
し
く

み
づ
く
り

　

本
市
は
、
こ
れ
ま
で
も
さ
ま
ざ
ま
な
市

民
活
動
に
支
え
ら
れ
た
ま
ち
づ
く
り
が
行

わ
れ
て
き
ま
し
た
。
今
後
も
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
大
田
原
市
を
築
き
、
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上
や
業
務
の
効
率
化
を
実

現
す
る
た
め
に
、
市
民
が
自
ら
の
責
任
で

自
ら
行
う
自
助
、
地
域
や
民
間
の
組
織
が

協
力
し
て
行
う
共
助
及
び
行
政
が
担
う
公

助
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と
責
任
を
明
確
化

す
る
と
と
も
に
、
市
民
と
の
協
働
に
よ
る

ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。

（
２
）民
間
委
託
等
の
導
入
推
進

　

民
間
委
託
に
つ
い
て
は
、
民
間
の
手
法
等

を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
へ

の
メ
リ
ッ
ト
や
費
用
対
効
果
を
検
証
し
、
対

象
事
業
、
選
定
基
準
、
契
約
条
項
な
ど
の
透

明
性
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
個
人
情
報
の

保
護
や
守
秘
義
務
に
十
分
留
意
し
な
が
ら
積

極
的
な
民
間
委
託
を
推
進
し
ま
す
。

　

ま
た
、
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
、
指
定

管
理
者
に
よ
る
管
理
の
導
入
が
一
区
切
り

し
た
こ
と
を
受
け
、
引
き
続
き
適
切
な

指
定
管
理
者
制
度
の
運
用
を
図
る
と
と
も

に
、
裁
量
の
幅
を
広
げ
て
施
設
を
有
効
に

活
用
す
る
た
め
、
民
間
事
業
者
へ
の
施
設

の
移
譲
を
進
め
る
こ
と
と
し
ま
す
。

（
３
）共
同
事
業
の
推
進

　

地
域
住
民
の
利
便
性
を
図
る
た
め
、
一

部
事
務
組
合
等
に
よ
る
広
域
的
な
公
共
施

設
の
管
理
に
つ
い
て
、
近
隣
市
町
と
歩
調

を
合
わ
せ
て
共
同
事
業
を
推
進
し
ま
す
。

　
②
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

（
１
）窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

　

住
民
と
接
す
る
窓
口
職
員
の
接
遇
の
向

上
に
努
め
、
縦
割
り
行
政
の
欠
点
を
見
直

し
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
窓
口
の
導
入
等
に
よ

り
市
民
の
皆
さ
ま
の
利
便
性
や
窓
口
サ
ー

ビ
ス
を
向
上
さ
せ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
窓
口
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ン
グ
に
よ
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ

い
て
研
究
を
進
め
ま
す
。

（
２
）Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

　

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
・
メ
ー
ル
配

信
等
を
活
用
し
た
情
報
発
信
の
強
化
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
行
政
手
続
の

電
子
化
・
証
明
書
コ
ン
ビ
ニ
交
付
・
公
衆

無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
拡
充
等
の
地
域
オ
ン
ラ
イ

ン
化
の
推
進
、
ク
ラ
ウ
ド
技
術
を
活
用
し

た
災
害
時
等
の
重
要
情
報
保
護
及
び
業
務

継
続
性
の
確
保
な
ど
、
多
様
化
し
た
Ｉ
Ｃ

Ｔ
を
適
切
に
使
い
分
け
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
に
つ
な
げ
て
い
き
ま
す
。

（
３
）事
務
事
業
の
見
直
し

　

事
務
事
業
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も

見
直
し
を
し
て
き
ま
し
た
が
、
限
ら
れ
た

財
源
を
有
効
に
活
用
し
、
市
民
一
人
ひ
と

り
の
幸
せ
度
向
上
の
た
め
、
行
政
評
価
を

活
用
し
て
評
価
結
果
を
予
算
に
反
映
さ
せ

る
こ
と
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
よ
る
事
務
事
業

の
効
率
化
を
進
め
ま
す
。

③
効
率
的
な
執
行
体
制
の
確
立

（
１
）定
員
管
理
の
適
正
化

　

平
成
27
年
４
月
に
策
定
し
た
定
員
適
正

化
計
画
で
は
、
平
成
32
年
度
ま
で
の
５
年

間
で
10
％
の
職
員
数
を
削
減
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
の
で
、
計
画
的
な
採
用
を
行
う

と
と
も
に
任
期
付
職
員
や
再
任
用
職
員
等

を
有
効
に
活
用
す
る
な
ど
、
適
正
な
定
員

管
理
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

（
２
）人
材
の
育
成
と
意
識
改
革

　

効
率
的
に
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
た
め
、
今
後
も
専
門
的
な
知
識
・

技
術
の
習
得
や
政
策
形
成
能
力
の
向
上
を

図
る
と
と
も
に
、
自
ら
の
担
当
業
務
に
と

ど
ま
ら
ず
、
そ
の
周
辺
業
務
に
も
多
面

的
・
機
動
的
に
対
応
で
き
る
職
員
の
育
成

や
個
々
の
職
員
の
意
欲
を
向
上
さ
せ
る
た

め
、
大
田
原
市
人
材
育
成
ビ
ジ
ョ
ン
に
基

づ
く
取
組
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

④
行
政
体
制
の
見
直
し

（
１
）組
織
機
構
の
見
直
し

　

地
方
分
権
に
よ
る
新
た
な
行
政
課
題
、

多
様
化
す
る
市
民
の
行
政
ニ
ー
ズ
へ
の
対

応
や
市
民
と
の
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り

を
推
進
す
る
と
と
も
に
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
・

サ
ー
ビ
ス
に
即
し
た
組
織
機
構
づ
く
り
を

行
う
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド

の
方
針
に
基
づ
き
、
行
政
の
ス
リ
ム
化
を

目
指
し
つ
つ
柔
軟
か
つ
合
理
的
な
組
織
の

構
築
を
行
い
ま
す
。

⑤
持
続
可
能
な
財
政
構
造
の
確
立

（
１
）財
政
健
全
化
の
推
進

　

厳
し
さ
が
予
想
さ
れ
る
財
政
状
況
に
対

行
政
改
革
大
綱

　

市
で
は
、
行
政
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、
大
田
原
市
行
政
改
革
推
進
本
部
を
設
置
す
る

と
と
も
に
、
行
政
改
革
大
綱
を
策
定
し
、
民
間
活
用
と
し
て
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
や
、

行
政
の
ス
リ
ム
化
・
効
率
化
を
図
り
な
が
ら
多
様
な
行
政
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
き
ま
し
た
。

　

現
在
取
り
組
ん
で
い
る
行
政
改
革
大
綱
の
計
画
期
間
が
平
成
27
年
度
で
終
了
す
る
こ

と
か
ら
、
本
市
の
行
政
改
革
の
方
針
を
示
す
と
と
も
に
、
市
民
と
行
政
が
協
働
し
て
行

政
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、「
第
３
次
大
田
原
市
行
政
改
革
大
綱
」を
策
定
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
本
大
綱
は
、
公
募
委
員
お
よ
び
団
体
推
薦
委
員
で
構
成
す
る
大
田
原
市
行
政

改
革
推
進
委
員
会
へ
諮
問
を
し
、
そ
の
答
申
内
容
に
基
づ
き
策
定
し
た
も
の
で
す
。

問
総
務
課　
　

２
階　
　
（
２
３
）１
１
１
１
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応
し
、
市
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
基
礎
的

自
治
体
の
役
割
を
持
続
的
に
果
た
し
て
い

く
た
め
、
大
田
原
市
中
期
財
政
計
画
を
策

定
し
、
健
全
な
財
政
運
営
を
図
る
た
め
の

各
種
取
組
を
推
進
し
ま
す
。

（
２
）歳
入
の
確
保

　

地
方
自
治
体
が
行
政
活
動
の
自
主
性
を

発
揮
し
自
立
性
を
高
め
る
に
は
、
安
定
し

た
財
源
の
確
保
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
住
民
負
担
の
公
平
性
を
確
保
し
、
受

益
者
負
担
の
原
則
に
従
い
、
財
源
の
見
直

し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
歳
入
の
確
保
に
努

め
ま
す
。

○
市
税
等
の
徴
収
率
の
向
上
…
市
税
、
国

民
健
康
保
険
税
、
介
護
保
険
料
、
保
育

料
、
市
営
住
宅
使
用
料
に
つ
い
て
は
、

振
替
納
税
の
更
な
る
推
進
と
納
税
者
の

利
便
性
の
向
上
を
図
り
、
現
年
度
徴
収

率
の
目
標
を
設
定
す
る
こ
と
で
徴
収
業

務
を
強
化
し
、
自
主
財
源
の
確
保
に
努

め
ま
す
。

○
受
益
者
負
担
の
見
直
し
…
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
費
用
負
担
に
つ
い
て
は
、
一
定
の

割
合
は
受
益
者
が
負
担
す
る
こ
と
が
公

平
で
あ
る
と
の
観
点
か
ら
、
負
担
金
、

手
数
料
、
使
用
料
に
つ
い
て
、
適
正
な

負
担
と
な
る
よ
う
見
直
し
を
検
討
し
ま

す
。
ま
た
、
消
費
税
増
税
が
実
施
さ
れ

た
際
に
は
、
そ
の
費
用
増
加
分
を
勘
案

し
、
適
正
化
を
図
り
ま
す
。

○
新
た
な
財
源
の
確
保
…
市
広
報
紙
へ
の

広
告
掲
載
や
バ
ナ
ー
広
告
等
に
よ
る
収

入
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
制
度
を
引

き
続
き
推
進
す
る
と
と
も
に
、
国
の
地

方
創
生
に
伴
う
財
政
措
置
の
活
用
や
、

新
た
な
財
源
の
確
保
に
つ
な
が
る
取
組

を
積
極
的
に
行
い
ま
す
。

（
３
）歳
出
の
抑
制

○
経
費
の
節
減
…
行
政
評
価
の
結
果
を
活

用
し
、
事
業
の
効
率
的
・
効
果
的
な
執

行
を
行
う
と
と
も
に
、
人
件
費
・
物
件

費
・
扶
助
費
な
ど
の
経
常
経
費
に
つ
い

て
も
総
点
検
を
行
い
、
経
費
を
節
減
し

ま
す
。

○
補
助
金
等
の
見
直
し
…
必
要
性
や
費
用

対
効
果
を
検
証
す
る
と
と
も
に
、
公
益

性
や
公
平
性
を
確
保
す
る
こ
と
を
基
本

に
各
種
負
担
金
・
補
助
金
等
の
適
正
化

を
図
り
ま
す
。

○
公
債
費
の
抑
制
…
市
債
の
発
行
に
伴
う

公
債
費
に
つ
い
て
は
、
地
方
交
付
税
へ

の
算
入
率
の
高
い
地
方
債
を
活
用
し
、

一
般
財
源
の
負
担
を
軽
減
す
る
と
と
も

に
、
発
行
額
に
つ
い
て
は
、
特
別
な
事

情
を
除
き
、
毎
年
度
の
元
金
償
還
額
以

下
を
目
標
と
し
ま
す
。

（
４
）適
正
な
財
産
管
理

　

市
有
財
産
に
つ
い
て
は
、
市
民
ニ
ー
ズ

も
踏
ま
え
な
が
ら
有
効
活
用
を
図
り
、
将

来
に
お
い
て
も
利
活
用
計
画
の
な
い
財
産

に
つ
い
て
は
、
貸
付
け
や
売
却
を
検
討
し
、

財
源
の
確
保
を
図
り
ま
す
。

⑥
公
営
企
業
等
の
経
営
健
全
化

　

上
下
水
道
の
地
域
拡
大
に
よ
り
、
特
別

会
計
等
の
経
営
基
盤
を
強
化
し
、
経
営
状

況
及
び
料
金
対
象
経
費
を
的
確
に
把
握

し
、
施
設
の
統
廃
合
、
経
費
削
減
等
に
よ

る
経
営
の
健
全
化
を
推
進
し
ま
す
。

　

ま
た
、
現
在
提
供
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス

の
必
要
性
を
検
証
し
、
民
間
委
託
の
推
進
、

事
務
事
業
の
見
直
し
を
進
め
る
と
と
も

に
、
民
間
的
経
営
手
法
の
積
極
的
な
導
入

に
努
め
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
下
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
、

公
営
企
業
と
し
て
の
経
営
基
盤
の
強
化
や

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等
の
向
上
を
図
る
た

め
、
地
方
公
営
企
業
法
適
用
の
た
め
の
基

本
計
画
を
現
在
策
定
中
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
公
営
企
業
会
計
の
適
用
を
明
確
に
位

置
づ
け
る
と
と
も
に
、
計
画
的
な
移
行
を

進
め
ま
す
。

◎
実
効
あ
る
改
革
と
す
る
た
め
に

○
行
政
改
革
に
対
す
る
助
言
と
提
言
…
公

募
委
員
及
び
市
内
団
体
推
薦
委
員
で
構

成
す
る
大
田
原
市
行
政
改
革
推
進
委

員
会
か
ら
、
市
の
行
政
改
革
の
取
り
組

み
に
対
し
て
助
言
及
び
提
言
を
い
た
だ

き
、
行
政
改
革
を
積
極
的
に
進
め
て
い

き
ま
す
。

○
実
績
の
公
表
…
年
度
ご
と
の
行
政
改
革

の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
は
、
大
田
原
市

行
政
改
革
推
進
委
員
会
、
市
議
会
へ
報

告
す
る
と
と
も
に
、
市
広
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
を
活
用
し
て
広
く
公
表
し
、

市
民
の
皆
さ
ま
の
理
解
を
い
た
だ
き
な

が
ら
行
政
改
革
を
進
め
ま
す
。

○
成
果
の
反
映
と
実
施
計
画
の
見
直
し
…

行
政
改
革
の
成
果
や
実
績
に
つ
い
て

は
、
次
年
度
以
降
の
施
策
に
反
映
す
る

と
と
も
に
、
弾
力
的
に
年
度
別
実
施
計

画
の
見
直
し
を
行
い

ま
す
。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正されます　～平成28年 4月 1日施行～
事業主の皆さまへ
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